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表 1 つくば地域に在所する国等の研究機関 

内閣府 独立行政法人国立公文書館つくば分館 文部科学省 独立行政法人物質・材料研究機構 

外務省 独立行政法人国際協力機構筑波国際センター   独立行政法人宇宙航空研究開発機構 

文部科学省 国立大学法人筑波大学 経済産業省 独立行政法人産業技術総合研究所 

  国立大学法人筑波技術大学 国土交通省 気象研究所 

  大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構   高層気象台 

  独立行政法人国立科学博物館筑波研究資料センター   気象測器検定試験センター 

文
教
系
機
関 

  独立行政法人教員研修センター 

理
工
系
機
関 

環境省 独立行政法人国立環境研究所 

総務省 ＮＴＴアクセスサービスシステム研究所 文部科学省 独立行政法人理化学研究所筑波研究所 

文部科学省 独立行政法人防災科学技術研究所 厚生労働省 独立行政法人医薬基盤研究所霊長類医科学研究センター 

国土交通省 国土地理院   独立行政法人医薬基盤研究所薬用植物資源研究センター 

  国土技術政策総合研究所 農林水産省 独立行政法人種苗管理センター 

  独立行政法人土木研究所   農林水産技術会議事務局筑波事務所 

建
設
系
機
関 

  独立行政法人建築研究所   独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構 

  独立行政法人農業生物資源研究所 

  独立行政法人農業環境技術研究所 

  独立行政法人国際農林水産業研究センター 

系
機
関 

共
同
利
用 

文部科学省 研究交流センター 

生
物
系
機
関 

  独立行政法人森林総合研究所 

出所：平成 20 年国土交通省都市・地域整備局大都市圏整備課編パンフレット「筑波研究学園都市」(2008 年 3 月現在) 

表 2 つくば地域に在所する高等教育機関 

国立大学法人 学校法人 独立行政法人 

筑波大学 総合研究大学院大学  筑波学院大学 農業・食品産業技術総合研究機構農業者大学校

筑波技術大学 高エネルギー加速器科学研究科 筑波研究学園専門学校 

茨城県立つくば看護専門学校 出所：各機関のホームページによる(2009 年 9 月現在)

表 3 つくば地域に在所する民間の主な研究機関 

アイ・エヌ・エー 筑波研究所 積水化学工業 NBO 開発推進センター 

青木あすなろ建設 技術研究所 全国農業協同組合連合会 飼料畜産中央研究所 

アクアス つくば総合研究所 ソフトイーサ 

アステラス製薬 東光台研究センター 武田薬品工業 筑波地区研究部門 

アステラス製薬 御幸が丘研究センター 長大 総合研究所 

荒川化学工業 筑波研究所 ツクバ技研 

アルバック 筑波超材料研究所 つくば研究支援センター 

インテル 東亞合成 先端科学研究所 

上野製薬 つくば分析センター 東京ニュークリア・サービス つくば開発センター 

ウシオライティング つくばテクニカルセンター 東京理化器械 筑波テクニカル・サービスセンター 

エア･リキード・ラボラトリーズ 東洋インキ製造 光・電子材料研究所 

エーザイ 筑波研究所 東洋ビーネット株式会社 つくばバイオ技術センター 

エス・ディー・エス バイオテック つくば研究所 トクヤマ つくば研究所 

NEC 筑波研究所 戸田建設 技術研究所 

応用地質 技術センター 日清製粉 つくば穀物科学研究所 

応用地質 技術本部 日特建設 筑波研究所 

奥村組 技術研究所 日本板硝子 筑波事業所 

小野薬品工業 筑波研究所 日本紙パルプ研究所  

キヤノン化成  日本工営 中央研究所 

共立製薬 先端技術開発センター 日本触媒 基盤技術研究所（筑波地区） 

共和技術 つくば学園研究所 日本新薬 東部創薬研究所 

協和発酵バイオ つくば開発センター 日本農業工業 研究開発センター 

協和発酵バイオ プロセス開発センター 日本ハム 中央研究所 

協和発酵バイオ ヘルスケア 商品開発センター 日本油脂 筑波研究所 

熊谷組 技術研究所 間組 技術研究所 

クラレ つくば研究所 浜松ホトニクス 筑波研究所 

江東微生物研究所 微研中央研究所つくば ハリマ化成 筑波研究所 

鴻池組 技術研究所 久光製薬 筑波研究所 

興和 興和総合科学研究所 日立化成工業 先端材料開発研究所 

JSR 筑波研究所 日立化成工業 新材料応用開発研究所 

城南電子研究所 古河機械金属 技術研究所 

昭和産業 総合研究所応用微生物研究室 古河機械金属 素材総合研究所 

ショーボンド建設 補修工学研究所 保土谷化学工業 筑波研究所 

新菱冷熱工業 中央研究所 マルハニチロホールディングス 中央研究所 

スタンレー電気 筑波研究所 ミツトヨ つくば研究所 

住友化学 筑波研究所 三菱化学科学技術研究センター 筑波エリア 

住友林業 筑波研究所 三菱製紙 総合研究所 つくば R&D センター 

アイ・エヌ・エー 筑波研究所 安川電機 技術開発本部／つくば研究所 

青木あすなろ建設 技術研究所 ヤマザキマザック 東京筑波テクノロジーセンタ （50 音順） 

出所：各機関のホームページによる(2009 年 9 月現在) 
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表 4 筑波研究学園都市の研究者等 
区分 組織別 機関数 研究者数 契約研究者数 博士号取得者数 外国人研究者数 

国の機関 11 757 90 124 10

独立行政法人 23 4,767 4,560 3,068 2,006

国立大学法人等 3 2,369 160 1,663 2,027
国の機関等 

小計 37 7,893 4,810 4,855 4,043

公益法人 27 350 218 84 8

学校・医療法人 4 34 0 6 3公益団体 

小計 31 384 218 90 11

株式会社 226 3,908 542 737 51

有限会社 6 8 6 2 0民間 

小計 232 3,916 548 739 51

その他  2 29 2 0 0

合計  302 12,222 5,578 5,684 4,105

出所：筑波研究学園都市交流協議会「H16 筑波研究学園都市立地機関概要調査」 

 

４．イノベーションの潮流と課題 

 

2006 年 3 月に，イノベーションと人材育成に 5年

間で約 25 兆円を投資する第三期科学技術基本法が

閣議決定され，同年 7 月には日本の産業競争力強化

を目指す「経済成長戦略大綱」と今後 10 年の詳細な

工程表が発表された。さらに，6 月には「イノベー

ション創出総合戦略」が策定され，基礎から産業化

のプロセスまで，さまざまな政策的な取組みが開始

されはじめ，つくば地域においてもイノベーション

推進の根幹は，真の意味での産学官連携であるとの

認識が浸透してきた。 

今日ではつくば地域の特性を活かしたイノベーシ

ョン創出に向け，イノベーションのパイプライン・

ネットワークが重層的に出来つつある。また，研究

学園都市という集積を活かして，ザインエレクトロ

ニクス株式会社(フラットパネルディスプレイ分野

等)，CYBERDYNE 株式会社(ロボット HAL 等医療福祉

機器)，株式会社つくばウエルネスリサーチ(健康増

進事業に関するコンサルティング等)といった企業

がつくば地域で創業し，実績を挙げている。 

しかし，つくば地域がそのポテンシャルの全てを

具現化出来ているとは言い難い。 

経験的には，大学や独法研究機関の技術シーズを

ベースにストレートに事業化出来ることは極めて稀

である。 

そもそも，つくばの研究者の多くは，企業での事

業計画立案，マーケティングの経験が殆ど無く，研

究の世界的な潮流を押さえていても，世間の技術動

向・市場動向を踏まえた，総合的な投資計画・研究

計画・事業計画・製販計画については，全く想起出

来ない場合が多々ある。 

企業の人間は，年齢やポジションが累進するに伴

い，それなりの研修や OJT を実施し，資質のあるも

のが，さらに研鑽・向上するシステムにあるにも係

わらず，公的研究機関の研究者は，それなりの行政

経験を積んだ場合はまだしも，大半が研究所での経

験しかなく，公的資金を得るための企画書作成にお

けるビジネスプランさえも十分に記載出来ない場合

もある。 

企業側は，例え中小企業経営者であっても，血の

滲むような日々の経営努力，企業努力をしており，

研究者側とは色々な面で意識の乖離が激しい場合も

多い。 

そこで，どうしても，両者を仲介するコーディネ

ータ機能の役割が高まる傾向にある。また，つくば

地域に新たに進出して来たものにとっては，超え難

い組織の壁を感じることも多く，効果的な情報の受

発信が困難な面があるのも問題である。イノベーシ

ョンの潮流を促進するには，共同研究開発のための

組織の再整備も必要である。 

成功する連携は，コーディネータがまず企業の抱

える問題に対して真摯に耳を傾けることから始まる。

資金がない場合は，研究側が，公的ファンド等から
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資金をも調達すべきである。このとき大事なことは，

特に中小企業の場合，その経営者が何かを成すポテ

ンシャルを有するか，真に信頼出来る人であるかど

うか，彼らの資質を見抜くことである。人財を適切

に評価できるかどうかが出発点であり，知財の問題

が先行して交渉の主題にすると，失敗することが多

い。 

また，ファンド等の審査にあっては，特に IT 系の

投資案件に関しては，審査の経験が乏しく，内容を

も十分に把握出来ない審査員も確かに存在する。 

新規分野に対する審査体制が強化されていく中で，

提案者側も，審査突破のための方途について十分に

研究し，ノウハウを蓄積することが望まれる。 

審査にあたる人材に関しても，客観的な審査を遂

行していくために，資格審査のための新制度の創出，

審査プロセスの透明化も必要と考える。 

さらに，つくば地域が生み出す技術革新に対して，

東京のみならず，世界の金融センターからも研究資

金を注ぎ込む効果的なしくみ作りも必要である。こ

のためにはつくば地域から世界に向けての情報発信

が不可欠である。 

これらを乗り越えていくことにより，つくば地域

の優れた技術，ポテンシャルが，新規事業として活

用され，やがて日本を代表する企業が誕生していく

と信じる。 

 

 

５．むすび 

 

このように多くの課題が残されているものの，日

本有数の公的研究機関の集積したつくば地域は，将

来のイノベーションの種子を産み出すのに相応しい

地域といえる。 

山積する課題の解決の一助となるべく，我々が取

り組む「つくばイノベーション研究」が，産官学各

界の人的交流の場となるオープンコミュニティや，  

 

 

 

 

 

 

 

研究資金の提供を受ける窓口として機能し，日本国

内に潜在的に存在する技術と資金を，つくば地域発 

のイノベーションへと向かわせることができるよう

尽力したい。 
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